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訪問リハビリテーションの教育・研修の現状と課題�
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齋　藤　正　美＊・大　塚　吉　則＊＊�

【要旨】　訪問リハビリテーション（以下、訪問リハ）に関わるセラピストの教育・研修の現

状を把握するために、訪問リハの教育・研修体制に関してアンケート調査を実施した。訪問リ

ハの教育・研修体制について、養成校８７．６％、全般的な教育・研修環境６９．５％、各職能団体（協

会）６７．６％の割合で不十分さが指摘された。�

　一方、この実情を反映して、訪問リハ教育・研修の環境整備について８７．６％がその重要性を

感じていた。現場での訪問リハの教育・研修内容では、同職種や他職種との同行訪問やカンファ

レンスが多く、実践型の教育・研修内容が主であり、訪問リハの知識及び技術の情報収集手段

では、職場内外のセラピスト同士によるものや会報、刊行誌、学術誌などからの手段が多かった。�

　今後の課題として、訪問リハの教育・研修体制の現状からそれらを踏まえた教育・研修体制

の環境整備の重要性が示唆された。�

【キーワード】訪問リハ、教育研修、環境整備、アンケート調査�
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１２８�

�
はじめに�

　介護保険制度における在宅サービスの中で最も整備が遅れているのが「訪問リハ」である。�

このことについては、２００４年１月の厚生労働省老健局内の「高齢者リハビリテーション研究

会」の中間報告において在宅リハビリテーションが不十分であることが明記されている１）。�

 　平成１９年３月末の北海道における訪問リハを実施している介護保険事業者は、訪問リハビ

リテーション１，２２４ヶ所、訪問看護ステーション（訪問看護７）１，７９７ヶ所、介護老人保健

施設１５５ヶ所である２）。�

しかし、事業者数とサービス提供の実態とは乖離しており、２００７年２月の介護給付実態調査

月報のデーターでは、介護予防・介護サービス利用者数１６．３万人に対し、訪問リハ利用者（訪

問看護７を除く）は０．２万人と利用者の約１．２％に過ぎない。�

　このような背景から、訪問リハが、高齢社会の在宅支援に寄与するためにもその普及が急

務であり、その方策を明確にすることが必要である。�

伊藤は、訪問リハの課題として、質的、量的な基盤整備を挙げている３）。�

　また、それぞれの職場や地域において教育・研修システムが充実し、質向上が重要である

とも述べている４）。�

　これらのことからも訪問リハに従事するセラピストの量的な整備と併せ、質の確保として、

訪問リハに従事する、または、従事しようとするセラピストを支援する訪問リハの教育・研

修体制の構築が必要であると考える。�

　その為には、まず訪問リハの教育・研修の実態を明らかにすることが必要であり、アンケ

ート調査を実施し、結果から現状と課題を考察した。�

�

�
本稿における用語の定義�

　介護保険制度において理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、言語聴覚士（ＳＴ、以

下セラピスト）が居宅において行うリハビリテーションサービスは制度上２種類に区分され

ている。�

　その２種類の制度上の区分は、セラピストが病院、診療所、介護老人保健施設からサービ

ス提供する場合は、「訪問リハビリテーション」、訪問看護ステーションからの場合は、「訪

問看護７」と称し、介護報酬体系及び提供事業所の違いはあるもののリハサービスの実質的

な内容の差異はない（本稿では、以下、訪問リハビリテーション及び訪問看護７を訪問リハ

と称す）。�

�

�
対象及び方法�

　札幌市近郊の「訪問リハビリテーション連絡会」会員のセラピストを対象に訪問リハの教育・

研修に関して郵送によるアンケート調査を実施した。調査内容は、基本属性として職種、性別、

年齢構成、職種経験年数など、及び教育・研修に関する項目として、所属団体、事業所に関す

ること、個人の状況、意向に関することなどである（表１）。調査実施期間は、Ｈ１９年５月２５

日～６月８日の２週間。調査対象施設は３９施設、１３０名で、回収率は施設３１ヶ所（７９．５％）、
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回答者１０５名（８０．８％）であった。�
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�
結　　果�

１．基本属性として、�

　１）職種：ＰＴ５５名（５２．４％、男２８名、女２７名）、ＯＴ４６名（４３．８％、男１２名、女３４名）、

ＳＴ４名（３．８％、男２名、女２名）、計１０５名（男４２名、女６３名）であった（図１）。�
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�
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�

�

　２）年齢構成：３０歳未満４１名（３９．１％）、３０～４０歳未満４４名（４１．９％）、４０歳～５０歳

未満１９名（１８．１％）、５０歳以上１名（０．９％）であった。�

�

　３）職種経験年数：５年未満１８名（１７．１％）、５年から１０年未満４１名（３９．１％）、１０年

以上４６名（４３．８％）であった。�

表１　アンケート調査項目�

Ⅰ．基本属性�

　　　１　職種　　２　性別　　３　年齢　　４　職種経験年数　　５　訪問経験年数�

 　　　６　訪問リハ実施機関　　７　主な雇用形態�

Ⅱ．教育研修に関すること��

　Ⅱ－１．所属団体、事業所に関すること�

　　　　１　所属している職能団体　　２　各所属団体（協会）の訪問リハの教育・研修体制�

　　　　３　所属する事業所における訪問リハの教育研修内容��

　Ⅱ－２．個人の状況、意向に関すこと��

　　　１　卒業した教育機関の訪問リハの教育　　２　訪問リハの知識及び技術の情報等�

　　　３　研究実績等の状況　　　４　全般的な訪問リハの教育・研修体制の環境の充実性�

　　　５　訪問リハの教育・研修体制の環境整備の重要性��

　　　６　訪問リハの教育・研修体制の環境整備の期待�

図１　職種別に見た性別�



図２　訪問リハビリテーション経験年数（名）�

１３０�

　４）訪問経験年数：１年未満２０名（２０．２％）、１～３年未満３５名（３５．４％）、３～５

年未満２１名（２１．２％）、５年以上２３名（２３．２％）であった（図２）。�
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　５）訪問リハ実施機関（複数回答ｎ＝１１２）：訪問看護ステーション５６名（５０．０％）、

病院３４名（３０．４％）、診療所１４名（１２．５％）、介護老人保健施設８名（７．１％）

であった。�

�

　６）主たる雇用形態：正職員９９名（９４．３％）、非正職員（非常勤及びパートなど）６名（５．７

％）であった。�

�

２．教育・研修に関する項目では、所属団体、事業所に関することとして、�

　１）所属している職能団体（協会）：ＰＴ（日本理学療法士協会）５１名（９２．７％）、ＯＴ（日本

作業療法士協会）３８名（８２．６％）、ＳＴ（日本言語聴覚士協会）４名（１００．０％）であった。�

�

　２）各協会での訪問リハの教育・研修体制は十分であるか：あまりそう思わない３１名（２９．５

％）、そう思わない４０名（３８．１％）と全体で７１名（６７．６％）が不十分さを感じて

いる。�

�

　３）所属する事業所における訪問リハの教育・研修内容では（複数回答ｎ＝１０１）、同職種

との同行訪問６３名（６２．３％）、セラピスト（同職種以外）との同行訪問５９名（５８．４％）、

他職種（セラピスト以外）との同行訪問５５名（５４．４％）、カンファレンス５４名（５３．４

％）の順に多かった（図３）。�
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３．個人の状況、意向に関する事項�

　１）卒業した養成校の訪問リハの教育について十分であったか：あまりそう思わない２２名

（２１．０％）、そう思わない７０名（６６．６％）と、全体で９２名（８７．６％）が不十分さ

を感じていた。�

�

　２）知識及び技術の情報収集等はどこから（複数回答ｎ＝１０５）：職場内セラピストから

９３名（８８．５％）、会報・刊行誌・学術誌６２名（５９．０％）、職場外セラピストから

５２名（４９．５％）の順に多かった（図４）。�
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�

�

�

�
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�

　３）研究実績等（平成１８年度中の学会発表及び論文投稿等）：あり１２名（１１．４％）、な

し８９名（８４．８％）と研究活動等は少なかった。�

�

�

図３　所属事業所の教育・研修内容とその有無（複数回答）�

図４　訪問リハの関する知識・技術の情報収集源（複数回答）�



図５　全般的な訪問リハの教育・研修体制は充実している（名）�

１３２�

　４）全般的に訪問リハの教育・研修体制の環境は充実しているか：あまりそう思わない４１

名（３９．０％）、そう思わない３２名（３０．５％）と全体で７３名（６９．５％）が充実し

ていない感じを持っていた。（図５）。�
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　５）訪問リハの教育・研修体制の環境整備は重要であるか：とてもそう思う７７名（７３．３％）、

そう思う１５名（１４．３％）、全体で９２名（８７．６％）が教育・研修体制の整備の重要

性を感じていた（図６）。�
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　６）訪問リハの教育・研修体制の環境整備は、どの組織・機関等に期待するか（複数回答

ｎ＝１０４）：北海道理学療法士会６５名（６２．５％）、北海道作業療法士会５６名（５３．８％）、

日本理学療法士協会５４名（５１．９％）、日本作業療法士協会５４名（５１．９％）、北海道

言語聴覚士会４０名（３８．４％）、市町村レベルの地方自治体３９名（３７．５％）、日本言

語聴覚士協会３７名（３５．５％）、国（厚生労働省）都道府県などの官庁３１名（２９．８％）、

有志の勉強会及び連絡会等３０名（２８．８％）であった（図７）。�

�

図５　全般的な訪問リハの教育・研修体制は充実している（名）�
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図７　訪問リハの教育・研修体制の環境整備をどこに期待するか�
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考　　察�

１．基本属性�

　職種別では、ＰＴとＯＴ会員が９割強を占めるに対し、ＳＴ会員は、３．８％と極端に少なか

った。ＳＴの訪問リハ会員が少ないのは、ＳＴの訪問が平成１８年度の診療・介護報酬改定か

ら算定対象となったばかりであることと、訪問に従事するＳＴの絶対数が少ないからである。�

男女別ではＯＴの女性の割合が男性の３倍程度あったが、ＰＴとＳＴはほぼ同数であった。�

ＰＴ、ＳＴとＯＴの職種間で男女差があるのは、ＰＴ協会会員の男女比約２．３：１．９に対し

ＯＴ協会会員は約１：３で全体的に女性の比率が多いからである。年齢構成と職種経験及び

訪問経験年数では、年齢では３０歳未満が３９．１％、職種経験では１０年未満５６．２％、訪問経

験では５年未満７６．８％と年齢的に若く、職種・訪問経験が比較的浅いセラピストが訪問リハ

に従事している傾向であった。これは、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴがここ数年急速に養成・供給され

るようになったことと関連しており、医療機関等も含めセラピスト業界全体において同じよ

うな年齢分布と職種経験年数となっている。訪問リハに従事するセラピストの数は、医療機

関に従事しているセラピストより絶対的に少なく、また、医師をはじめ医療専門職等が身近

にいる医療機関の環境に対し、訪問ではセラピストが単独になることが多く、サービス提供

の環境も全く異なる。このようにサービス提供環境が異なればリハビリテーションサービス

の内容及び教育・研修体制も医療機関と在宅では視点が異なることは明白である。訪問リハ

実施機関では、訪問リハ（訪問看護７除く）が半数を占めていた。これは、訪問看護７が平

成１８年３月の厚生労働省老健局通知の留意事項により訪問看護回数との兼ね合いで訪問回数

制限が適用され、事業所によっては事実上、訪問看護７を訪問リハへ業務をシフトしてきて

いる。また、訪問看護７から訪問リハにシフトすることによる報酬減収で訪問リハ事業の拡

張やそれに伴う雇用にも影響は波及している。このことは、国の介護給付実態調査において

訪問リハ・訪問看護７の利用回数及び単位数（介護給付費単位数、１単位約１０円で）が平成

１８年５月では、月約２９万回・約２．１１臆単位に比し、平成１９年３月では、月約３０．７万回・

約２．０５億単位と訪問回数が約１．７万回増加しているのに対し、報酬が約０．０６臆単位減収し
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ていることからも推察される。�

　主な雇用形態では、正職員が９４．４％を占め安定しているように思われるが、前述したこと

からも今後の訪問リハの報酬改定などの動向により雇用場状況は一喜一憂と言わざるを得な

いものと考えられる。訪問リハを普及させるためには、事業所の経営努力も必要とは言え、

マンパワー確保、職員の教育・研修など質向上への財政的裏づけが確保されなければその進

展は困難である。その打開策として、今後、訪問リハの実績及び結果の客観的なデーターの

集積が希求される。�

�

２．訪問リハに対する教育・研修体制�

　訪問リハの教育・研修について、その体制などが十分であるか、の質問では、養成校８７．６

％、全般的な教育・研修環境６９．５％、各職能団体（協会）６７．６％でなんらかの不十分さを

感じていた。一方、教育・研修の一環でもある研究実績状況では、平成１８年度実績のみでは

あるものの「ある」との回答は１１．４％と１割に過ぎなかった。これらの教育・研修の実情を

反映して、訪問リハ教育・研修の環境整備は８７．６％が重要性を感じていた。つまり、これら

の現状は各協会、養成校などにおける訪問リハの教育・研修体制の環境整備が課題であるこ

とを示唆している。�

�

３．現場での具体的な教育・研修の取り組み�

　訪問リハの教育・研修内容では、同職種や他職種との同行訪問やカンファレンスが多く、

実践型の教育・研修内容が主であった。リハサービスは、多職種・機関連携が基本でありチ

ームケアにおけるケアマネジメントの意思決定やその過程を重要視することからもカンファ

レンスなどへの取り組みに積極的であった。訪問リハの知識及び技術の情報収集等では、職

場内外のセラピスト同士によるものや会報、刊行誌、学術誌など手段が多かった。また、数

少ない訪問リハのセラピスト同士が各事業所の枠を超えて参集し、情報交換や研修研鑽の場

及び環境整備などセラピスト同士の連携の重要性が示唆された。�

�

４．訪問リハの教育・研修体制の環境整備をどこに期待するか�

　訪問リハの教育・研修体制に関する環境整備への期待は、セラピストの各職能団体への期

待が大半を占めていたが、市町村レベルの地方自治体や国（厚生労働省）都道府県などの官

庁に対しても約３０％台であるものの期待されていた。これは、国の社会保障制度全体が大き

く変革している現況において現場では、国や地方自治体などから介護及び医療保険制度にお

ける訪問リハに関する関係法令・法解釈・運用などが積極的かつリアルタイムに情報提供さ

れることやその機会を期待するものであると考えられる。そのためにも今後、訪問リハの現

場が各職能団体と教育・研修に関して情報交換などの連携を図りながら各行政機関等などへ

も訪問リハの情報発信、ＰＲなど、積極的にアプローチすることが必要である。�
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結　　語�

　訪問リハビリテーション連絡会会員のセラピストを対象に訪問リハに関する教育・研修の

現状についてアンケート調査を実施した。訪問リハの教育・研修の機会が少ない現状が明ら

かになった。今後、訪問リハの教育・研修体制の環境整備及び情報発信、ＰＲなどを各職能

団体などと連携を図り具体的に考えていくことが課題である。�

�
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